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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　特に自動車のステアリングホイールヒータのための、平形リボンケーブル（２２）と前
記平形リボンケーブル（２２）の両側自由端領域に設けられた端部差込みコネクタ（２８
，３０）とを含む、固定式ハウジング部（１２）と前記ハウジング部（１２）に対して回
動可能なロータ（１４）との間の電流伝送用接続装置（２０）であって、
　前記平形リボンケーブル（２２）は前記端部差込みコネクタ（２８，３０）の間に位置
する、前記ロータ側ないし前記ハウジング側配置のために設けられた中央差込みコネクタ
（３２）を有し、前記中央差込みコネクタからそれぞれ少なくとも１本の導線が前記一方
の端部差込みコネクタ（２８）ならびに前記他方の端部差込みコネクタ（３０）まで延び
、前記双方の端部差込みコネクタ（２８，３０）は前記ハウジング側ないし前記ロータ側
配置のために設けられ、
　前記中央差込みコネクタ（３２）は前記平形リボンケーブル（２２）の長手方向に寸法
ｘに及んで延びており、前記中央差込みコネクタ（３２）の一端（４２）から前記一方の
端部差込みコネクタ（２８）までの間隔は、基本的に、前記中央差込みコネクタ（３２）
の他端（４３）から前記他方の端部差込みコネクタ（３０）までの間隔ｂ＋前記寸法ｘに
等しく、
　前記平形リボンケーブル（２２）は、第１の面と、当該第１の面に対向する第２の面と
を有し、
　前記一方の端部差込みコネクタ（２８）及び前記他方の端部差込みコネクタ（３０）各
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々は、前記平形リボンケーブル（２２）、前記一方の端部差込みコネクタ（２８）及び前
記他方の端部差込みコネクタ（３０）を平らになるように置いた場合に、法線の方向が前
記第１の面側の法線の方向に一致する内側面と、法線の方向が前記第２の面側の法線の方
向に一致する外側面とを有し、
　前記平形リボンケーブル（２２）は、前記一方の端部差込みコネクタ（２８）及び前記
他方の端部差込みコネクタ（３０）各々の前記内側面が互いに接するように、前記一端（
４２）を中心に１８０°に折り曲げられた
　ことを特徴とする、請求項１に記載の接続装置（２０）。
【請求項２】
前記双方の端部差込みコネクタ（２８，３０）は互いに固定可能であり、特に互いに相補
係合し得ることを特徴とする、請求項１に記載の接続装置（２０）。
【請求項３】
前記中央差込みコネクタ（３２）には２つの接点箇所（１６，１８）が設けられ、前記接
点箇所（１６，１８）の各々は前記平形リボンケーブルの長手方向に延びる少なくとも１
本の導線（３４，３８）と電気的に接続され、前記双方の端部差込みコネクタ（２８，３
０）には前記各々の導線（３４，３８）用に少なくとも１つの接点箇所（３６，４０）が
設けられていることを特徴とする、請求項１または請求項２に記載の接続装置（２０）。
【請求項４】
前記中央差込みコネクタ側の前記接点箇所（１６，１８）は前記平形リボンケーブル（２
２）の長手方向に対して横向きに延びる差込みリッツとして形成されていることを特徴と
する、請求項３に記載の接続装置（２０）。
【請求項５】
前記端部差込みコネクタ側の前記接点箇所（３６，４０）は前記平形リボンケーブルの長
手方向に延びる差込みリッツとして形成されていることを特徴とする、請求項３または４
に記載の接続装置（２０）。
【請求項６】
固定式のステアリングコラム側ハウジング部（１２）と、前記ハウジング部（１２）に対
して回動可能なステアリングホイール側ロータ（１４）と、請求項１～５のいずれか１項
に記載の、特にステアリングホイールヒータのための、前記ハウジング部（１２）と前記
ロータ（１４）との間の電流伝送用接続装置（２０）とを含む、ステアリングコラム－ス
テアリングホイール－伝送ユニット（１０）。
【請求項７】
前記ロータ（１４）は前記中央差込みコネクタ（３２）を収容するポケット状の収容部（
４８）を有することを特徴とする、請求項６に記載のステアリングコラム－ステアリング
ホイール－伝送ユニット（２０）。
【請求項８】
前記収容部（４８）は基本的にロータ軸に対して接線方向をなして前記ロータ（１４）に
配置されていることを特徴とする、請求項７に記載のステアリングコラム－ステアリング
ホイール－伝送ユニット（２０）。
【請求項９】
前記収容部（４８）は、前記中央差込みコネクタ（３２）が差し込めるように、ロータ軸
の軸方向で見て少なくとも一方の面が開放していることを特徴とする、請求項７または８
に記載のステアリングコラム－ステアリングホイール－伝送ユニット（２０）。
【請求項１０】
前記収容部（４８）は、前記中央差込みコネクタと前記双方の端部差込みコネクタ（２８
，３０）との間を延びる前記２つの平形リボンケーブル区域（２４，２６）を引き出すこ
とができるように、ロータ軸に対する接線方向において少なくとも片側が開放しているこ
とを特徴とする、請求項７、８または９のいずれか１項に記載のステアリングコラム－ス
テアリングホイール－伝送ユニット（２０）。
【請求項１１】
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前記ロータ（１４）はロータ基部（４６）とロータカバー部とを含んでなり、前記収容部
（４８）は前記ロータ基部に配されていることを特徴とする、請求項７～１０のいずれか
１項に記載のステアリングコラム－ステアリングホイール－伝送ユニット（２０）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特に自動車のステアリングホイールヒータのための、平形リボンケーブルと
前記平形リボンケーブルの両側自由端領域に設けられた端部差込みコネクタとを含む、固
定式ハウジング部と前記ハウジング部に対して回動可能なロータとの間の電流伝送用接続
装置に関する。
【０００２】
　本発明はさらに、この種の接続装置を備えたステアリングコラム－ステアリングホイー
ル－伝送ユニットに関する。
【背景技術】
【０００３】
　特許文献１から、２つの終端箇所間で電流および／または光を伝送するための接続装置
が公知となっている。この種の接続装置は、第１の固定式ハウジング部と、固定式ハウジ
ング部に対して限定された回転数だけ相対回動可能な第２のハウジング部と、を含んでい
る。ハウジングの内部にはコイル状に延びる平形リボンケーブルが配置されており、少な
くとも一方の平形リボンケーブルの端部は第１のハウジング部に、他方の平形リボンケー
ブルの端部は第２のハウジング部に固定されている。この種の接続装置は例えば、自動車
において、回転可動配置されたステアリングホイールと固定式ハウジング部、特にステア
リングコラムスイッチモジュールとの間で電流を伝送するために設けられている。この接
続装置の導線を経て、例えばエアバッグシステムまたはオーディオ／ナビゲーション・シ
ステムのステアリングホイール側制御を行うことができる。
【０００４】
　ステアリングホイールヒータのために固定式ハウジング部とロータとの間で電流が伝送
されるようにするには、伝送されるべき電流量が比較的高いため、それに応じて大きな断
面積を有する導線が必要である。常用の平形リボンケーブルはこのように高い電流量を伝
送することができないため、一方は電流供給用、他方は電流導出用に、平行に走る２本の
電流伝送平形リボンケーブルを設けることが試みられた。ステアリングホイールヒータの
ための電流を伝送する平行に延びる複数の平形リボンケーブルを設けることは、比較的コ
スト高であると共に、比較的多数の部品を必要とする。
【特許文献１】独国特許第１９５　３３　４３９　Ｃ１号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　そこで本発明の目的は、一方で比較的高い電流量を伝送し得ると共に、他方で比較的コ
ンパクトな構造を有し、少ない所要部品点数で足りる冒頭に述べた類の接続装置を提案す
ることである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題は冒頭に述べた類の接続装置により、平形リボンケーブルが端部差込みコネク
タの間に位置する、ロータ側ないしハウジング側配置のために設けられた中央差込みコネ
クタを有し、中央差込みコネクタからそれぞれ少なくとも１本の導線が一方の端部差込み
コネクタならびに他方の端部差込みコネクタまで延び、双方の端部差込みコネクタはハウ
ジング側ないしロータ側配置のために設けられていることによって解決される。
【０００７】
　これによって、有利な点として、中央差込みコネクタと中央差込みコネクタに接続され
た端部差込みコネクタとを有する単一の平形リボンケーブルで比較的高いアンペア数を伝
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送し得ることが達成される。総じて、単一の平形リボンケーブルで互いに独立に設けられ
た２本の導線、つまり、中央差込みコネクタから双方の端部差込みコネクタまで延びるそ
れぞれ１本の導線を供することができる。
【０００８】
　本発明の有利な一態様において、中央差込みコネクタは平形リボンケーブルの長手方向
に寸法ｘに及んで延びており、中央差込みコネクタから一方の端部差込みコネクタまでの
間隔ａは、基本的に、中央差込みコネクタから他方の端部差込みコネクタまでの間隔ｂに
寸法ｘを加えたものに等しく形成されている。これから、ａ＝ｂ＋ｘとなる。この種の態
様は、中央差込みコネクタとそれぞれの端部差込みコネクタとの間の２つの平形リボンケ
ーブル区域が１組付けポジションにおいて互いにほぼ平行に延びるようにレイアウトでき
るという利点を有する。この場合、中央差込みコネクタは基本的に、短い方の平形リボン
ケーブル区域の方向に延びている。この場合、各々の差込みコネクタは、有利な点として
基本的に平形リボンケーブルの長手方向に延びるように形成されている。こうして、平形
リボンケーブルを中央差込みコネクタに直接隣接する領域において、長い方の平形リボン
ケーブル区域に対向する中央差込みコネクタの短辺を中心にして１８０°折り曲げて、組
み付けレイアウトされた状態にすることが可能である。
【０００９】
　この種の態様において、有利な点として、双方の端部差込みコネクタないし組み付けら
れた状態で互いに対向する双方の端部差込みコネクタの当該面は、互いに固定可能である
ように形成可能であることが挙げられる。特に、双方の端部差込みコネクタは、互いに嵌
脱可能または嵌脱不可式に相補係合することが可能である。
【００１０】
　有利な点として、中央差込みコネクタに２つの接点箇所が設けられ、接点箇所の各々は
平形リボンケーブルの長手方向に延びる少なくとも１本の導線と電気的に接続され、双方
の端部差込みコネクタに各々の導線用の少なくとも１つの専用接点箇所が設けられるよう
に構成可能である。この場合、平形リボンケーブルの全長に及んで互いに平行に長手方向
に延びる、特に２本の導線を設けることにより、中央差込みコネクタと端部差込みコネク
タとの間で十分な電流量を伝送することができるという利点が得られる。さらに、平形リ
ボンケーブルにおいて、複数の導線の適切かつ有利な付着結合を行うことができる。中間
領域で互いに離間して配置された２本の導線が設けられれば、この中間領域において平形
リボンケーブルの絶縁材の上側と下側とを互いに付着固定することが可能である。
【００１１】
　本発明のさらに別の一態様において、中央差込みコネクタ側の接点箇所は、平形リボン
ケーブルの長手方向に対して横向きに延びる差込みリッツとして形成することが可能であ
る。この種の差込みリッツは特に、平形リボンケーブルの外端を越えて同一方向に突き出
ているため、これらの差込みリッツは、平形リボンケーブルの長手方向に対して横向きに
接点形成が可能である。これらの差込みリッツは、有利な点として、ロータ側に配置され
ているため、これらの差込みリッツはステアリングホイール側の相補プラグ受けによって
ロータの回動軸と平行に接点形成が可能である。
【００１２】
　本発明のさらに別の有利な一態様において、端部差込みコネクタ側の接点箇所は、平形
リボンケーブルの長手方向に延びる差込みリッツとして形成されている。これらの差込み
リッツは、有利な点として、平形リボンケーブルの方向において、固定式のハウジング部
側の相補対応接点と共に接点形成することが可能である。相補対応接点として、ハウジン
グ部に特に差込みリッツを収容するためのプラグ受けが設けられている。
【００１３】
　冒頭に述べた課題は、固定式のステアリングコラム側ハウジング部とハウジング部に対
して回動可能なステアリングホイール側ロータとを有する、本発明による接続装置を含ん
だステアリングコラム－ステアリングホイール－伝送ユニットによっても解決される。
【００１４】
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　この種の伝送ユニットにおいて、特に、ロータは中央差込みコネクタを収容するポケッ
ト状の収容部を有するように形成されていてよい。これにより、ロータに中央差込みコネ
クタを正確な位置で耐久的に確実に配置することが保証される。
【００１５】
　この場合、ポケット状の収容部は、有利な点として、中央差込みコネクタよりも僅かに
大きいだけでよい。特に、中央差込みコネクタが相応した係合手段を介して収容部に、特
に嵌脱式に相補係合されるようにすることが可能である。
【００１６】
　この場合、収容部は基本的にロータ軸に対して接線方向をなしてロータに配置されてい
てよい。これにより、特に、中央差込みコネクタに連続する平形リボンケーブル区域を接
線方向に引き出すことが保証される。
【００１７】
　この場合、収容部では、中央差込みコネクタが差し込めるように、ロータ軸の軸方向で
見て少なくとも一方の面が開放されていることが可能である。有利な点として、この種の
実施形態において、軸方向において開放面とは反対側に設けられた他方の面は閉じられて
いる。同じく、半径方向に設けられた収容部の面も閉鎖されていてよい。
【００１８】
　中央差込みコネクタと双方の端部差込みコネクタとの間を延びる２つの平形リボンケー
ブル区域を収容部から引き出すために、有利な点として、収容部はロータ軸に対する接線
方向においてもっぱら片側が開放しているように形成されている。既述したように、有利
な点として、接続装置が組み付けレイアウトされた状態において、２つの平形リボンケー
ブル区域は同一方向に延びている。
【００１９】
　さらに、本発明により、ロータはロータ基部とロータカバー部とを含んでなり、収容部
はロータ基部に配されることが可能である。ロータ基部に中央差込みコネクタが差し込ま
れていれば、ロータ基部は、有利な点としてロータカバー部でカバーされることが可能で
ある。ロータカバー部には、特に、中央差込みコネクタ側の差込みリッツを収容するかま
たは該差込みリッツを包囲して保護するプラグスリーブ状の突出部が一体成形取付けされ
ていてよい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　本発明のその他の詳細および有利な実施態様は、本発明の図示実施例を詳細に記述、説
明する以下の記載から看取されよう。
【００２１】
　図１には、本発明によるステアリングコラム－ステアリングホイール－伝送ユニット１
０が表されており、本伝送ユニットは固定式のステアリングコラム側ハウジング部１２と
該ハウジング部に対して回動可能に配置されたロータ１４とを含んでいる。ロータ１４に
は、ロータの縦中心軸と平行に整列された差込みリッツの形の２つの接点箇所１６、１８
が配置されている。これらの接点箇所１６、１８は、ステアリングホイールの電気ヒーテ
ィングを行うロータ側導線への接続に使用される。この場合、この種のステアリングホイ
ールヒータは、通電時に発熱する電気抵抗で形成されていてよい。
【００２２】
　図２には、ステアリングホイールヒーティングのために、ハウジング部１２とロータ１
４との間で電流を伝送するための本発明による接続装置が表されている。装置２０は、２
つのケーブル区域２４、２６を含んだ平形リボンケーブル２２を含む。平形リボンケーブ
ル２２の両側の自由端には、それぞれ１個の端部差込みコネクタ２８、３０が配置されて
いる。端部差込みコネクタ２８、３０の間ないしケーブル区域２４、２６の間には、１個
の中央差込みコネクタ３２が配置されている。中央差込みコネクタ３２は、図１に示した
接点箇所１６、１８を含んでいる。
【００２３】
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　特に図２ａから明白なように、平形リボンケーブルは平行に延びる２本の導線３４、３
８を有しており、これらの導線はそれぞれ平形リボンケーブルの全長にわたって、一方の
端部差込みコネクタ２８から他方の端部差込みコネクタ３０まで延びている。導線３４は
２個の端部差込みコネクタ２８、３０においてそれぞれ接点箇所３６につながり、導線３
８は双方の端部差込みコネクタ２８、３０においてそれぞれ２つの接点箇所４０につなが
っている。導線３４は中央差込みコネクタ側の接点箇所１６と電気的に接続され、導線３
８は接点箇所１８と電気的に接続されている。領域４１において、接点箇所１８に通じる
中央差込みコネクタ側の導線区域４３は、導線３４に対して電気的に絶縁されて形成され
ている。
【００２４】
　ステアリングホイールヒータ稼動時に、例えば電流は端部差込みコネクタ側の接点箇所
４０から到来して、中央差込みコネクタ側の接点箇所１８に導かれることが可能である。
この場合、接点箇所１８は、ステアリングホイール側のステアリングホイールヒータの給
電線として機能する。ステアリングホイールヒータを流れる電流は次いで、中央差込みコ
ネクタ側の接点箇所１６を経て、端部差込みコネクタ側の接点箇所３６に導かれる。
【００２５】
　ステアリングホイールヒータへの電流供給には、比較的高い電流フローが必要である。
そのため、給電線および導出線を適切に寸法設計することが必要である。それゆえ、図２
および図２ａからわかるように、端部差込みコネクタ２８、３０と中央差込みコネクタ３
２との間に位置する導線３８の２つの部分区域は、４つの接点箇所４０から中央差込みコ
ネクタ側の接点箇所１８に通じている。相応して、電流導出には１つの接点箇所１６、導
線３４の２つの部分区域および４つの接点箇所３６が設けられている。
【００２６】
　接点箇所３６、４０は、それぞれ対応する導線３４、３８と溶接またははんだ接合され
ていてよい。相応して、接点箇所１６、１８は、それぞれ対応する導線３４、３８と同じ
くはんだまたは溶接接合されていてよい。
【００２７】
　平行に延びる２本の導線３４、３８を設けることは、これらの導線が互いに平行に走る
導線３４、３８の間の中間領域でも、平形リボンケーブル区域２４、２６の絶縁材料によ
って付着結合されてよいという利点を有している。これによって、平形リボンケーブル区
域２４、２６のそれぞれの絶縁材内部における導線３４、３８の有利な配置が生ずる。
【００２８】
　図２および３から明白であるように、中央差込みコネクタ３２は長手方向に寸法ｘに及
んで延びている。中央差込みコネクタから端部差込みコネクタ３０までの間隔寸法はｂで
あり、中央差込みコネクタ３２から端部差込みコネクタ２８までの間隔寸法はａである。
この場合、基本的にａ＝ｂ＋ｘである。これにより、図３に示した、接続装置２０の有利
な構成を達成することができる。つまり、長い方のケーブル区域２４を該区域に対向する
中央差込みコネクタ３２の短辺４２の箇所でケーブル長手方向に対して垂直に反対側に直
接１８０°折り曲げて、対向する中央差込みコネクタ３２の表側４４に沿って延ばすこと
ができる。そのため、中央差込みコネクタ３２の、ケーブル区域２４に対向する側４２に
、縦断面で見て少なくとも部分的に丸み付けまたは曲げによって形成された、平形リボン
ケーブルの長手方向に対して横向きに走るエッジを設け、同所でケーブル区域２４を１８
０°折り曲げることが可能である。ケーブル区域２４に隣接する上記エッジを適切な丸み
付けによって形成することにより、ケーブル区域２４の折り曲げ時の平形リボンケーブル
の損傷を防止することが可能である。上述した折り曲げにより、図３から明白であるよう
に、双方の端部差込みコネクタ２８、３０と中央差込みコネクタ３２の短辺４３との間は
、ほぼ同じ間隔ｂとなる。
【００２９】
　図３において相互に対向する、双方の端部差込みコネクタ２８、３０の平坦面は、互い
に固定可能であって、特に互いに相補係合し得るように形成されていてよい。これにより
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、最終的に、ハウジング部１２の相補プラグ受けと電気的に接続可能な、２つの端部差込
みコネクタ２８、３０からなる単一の端部差込みコネクタユニットとなる。
【００３０】
　図１に示したロータ１４は、図１から読み取れるロータカバー部ならびに、ロータカバ
ー部によってカバーされた、図４の詳細図に示したロータ基部４６を含んでいる。ロータ
基部４６は、中央差込みコネクタ３２を収容するポケット状の収容部４８を有している。
この場合、収容部４８は、中央差込みコネクタ３２をそれに対向する平坦面および、接点
箇所１６、１８とは反対側の下側面で包囲している。収容部４８はロータ軸の軸方向で見
て上方に向かって開放しているため、中央差込みコネクタは、図３に示したように、折り
曲げられたケーブル区域３４と共に収容部４８に軸方向上方から差し込むことができる。
この場合、収容部４８は、双方のケーブル区域２４、２８を引き出すことができるよう、
ロータ軸に対する接線方向において片側が開放されている。
【００３１】
　従って、基礎ハウジングに対するロータ１４ないしロータ基部４６の回動に際して、ロ
ータへの中央差込みコネクタの確実かつ持久的な配置が保証される。この場合、中央差込
みコネクタ３２はさらに、該コネクタをロータないしロータ基部４６に固定することので
きる例えば相補係合継ぎの形の固定手段を有していてよい。
【００３２】
　双方のケーブル区域２４、２６は、図２および図３において略して表されている。互い
に平行に延びる２つのケーブル区域２４、２６は、組み付けられた状態においてロータ軸
周りを螺旋状に延びているかまたは一巻きないし複数巻きのコイルの形でロータ１４とハ
ウジング１２との間に配置されていてよい。このレイアウトは、ロータがハウジング部１
２に対して両回動方向に限定された回数だけ回動し得るように形成されていなければなら
ない。
【００３３】
　端部差込みコネクタ側の接点箇所３６および４０は、接点形成のため、ハウジング側の
図示していない相補プラグ受けに挿し込まれる。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】ステアリングコラム側ハウジング部とロータとを有する本発明によるステアリン
グコラム－ステアリングホイール－伝送ユニットを示す図である。
【図２】展開した状態の本発明による接続装置を示す図である。
【図２ａ】図２に示した接続装置の差込みコネクタの導線を示す図である。
【図３】各々の平形リボンケーブル区域が互いに平行に延びている、図２の接続装置を示
す図である。
【図４】図１のロータのロータ基部の詳細図である。
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